
国際環境自治体協議会ニュース

Initiati es 5号
地球環境保全を目 指 す 地 域 活 動 の 促 進 の た め に

ローカルアジェ ンダ 2ー

プロジェ クトいよいよ発足

したい。要するに市民の積極的な 参加の
推進、 達成可能な目標の設定、 責任をも
って実行すること、 進行状況の評 価など

である。 つまり地域環境プラニン グのス
タンダードそのものの向上を図る ことが
最終的な目標である」とブルッグマ ン 事
務局長はいう。

ICLEIの取り組みは 2つに分けられるが、

一つは「モデルコミュニティープロジェ
クト」という「持続可能な開発計画」の

ための新しい手法や仕組みを研究 するプ
ロジェクトである。

このモデルとして選ばれた 2 1の参加
自治体を対象に行うもので、 各自治体の

先進的な取り組みの研究及び評価や、 相

互に情報・ノウハウを交換しなが ら新し

い計画との取り組みを検討していく予定
である。

2つ門巳 「ローカルアジェンダ 2 1 
コミユー丁イープログラム」といい、 ロ
ーカルアジェンダに取り組んでい る 自 治
体の世界的ネットワークをつくリ、 定期
的に情報交換などを行う幅広いプログラ
ムである。

現在、 ローカルアジェンダキャ ンペー

ンヘの参加自治体を募集している 。 具 体
的には、 ローカルアジェンダと取り組ん

でい る多 くの 自治 体が 「コ ミュ ーニティ

ープログラム」に参加することを望みた
しヽ。

また、 モデルコミューニティー プロジ
ェクトは、 参加自治体を 2 1団体に限定
しているが、 日本からも 1カ所の モデル

自治体の参加を求めている。 詳しくは日
本事務所までご連絡を。

カナダにある国際開発研究センター (I
DRC) や国連開発計画 (UNDP) の LIFEプロ

グラムからの資金援助を受け、 ローカル

アジェンダ 2 1の国際プロジェクトが 1
9 9 3年 1 0月に発足した。

ICLEIのサポートを決定した UNDPは、 プ

ロジェクトの国際ネットワーキングに協
力し、 また、 IDRCは、 7 3万ドル以上の

助成金 を提 供して、 プロジェクトの 具 体
的研究 を積 極的にバックアップすること
にした。

こうした体制 が 整 い 、 ブルッグマン事

務局長は「アジェンダ 2 1の最も大 きな

チャレンジであるローカルレベルでの持
続可能な開発計画の世界的スタンダード

づくりへの取り組みが始まる」と述べて
いる。

地 球 サミ ットの場で発表したこのプ ロ
ジェクトの発足は、 途 上 国 の 自 治 体 の参

加をサポートする資金が不足していたた
め、 若干遅れたが、 IDRCや UNDPからのサ

ポートによって約 1 0の途上国の自治体
が参加 で き る と期待されている。

UNCEDの 事 務局長を勤めたモーリス・ス

トロング氏は、 「アジェンダ 2 1が求め
て いる各レベルの具体的な行動フレ ーム
ワークのなかで、 最も根本的で、 重要な

のがローカルレベルでの取リ組みだと思
う。 こ の プ ロ グラ ム の 発 想 は 、 大変うま

く作 り上 げ た ものだと思うし、 ICLEIは、
世 界の自治体の参加やサポートを得てこ

れを実現する十分な力のある組織だと思
う」と語った。

日本事務所が開設

1 9 9 3年 6月、 ICLEI理事会は、 アジ

ア太平洋地域をカバーする第 3番目の事

務局を東京に設立すると決定した。 ICLEI
アジア太平洋事務局（日本事務所） は、

財団法人の地球・人間環境フォーラ ムと
の 協 力 の も と に 、 1 9 9 3年の 10月 1
4 日 に公式にオープンした。 地球・ 人 間

環境フォーラム (GEF）は、地球環 境問題

ICLEIのローカルアジェンダ 2 1プロ ジ

ェクトは、 世界の自治体が国連のアジェ

ンダ 2 1を実 行するための長期的持続可

能な開発計画プロセスの設定支援を目的
としている。

「地方自治体戦略プランには、 しばし

ば開発の在り方を変える実用的メカニズ
ムが 欠けがちである。我々 ICLEIでは、 プ
ラ ンそのものより、 そのプロセスを重 視
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行われた理事選の投票率は 7 7%、 選出
された理事会員は次の通りである。 また、
会長としてはフライブルグ市環境 市 長 で
ある ピ ー タ ー ・ ヘ ラ ー 氏 が 選 ば れ 、 副会
長にはブラワヨ市（ジンバブエ）の市長
であるマイケル・ンドゥビワ氏が就任す
ることになった。

と地域活動との関係などに関する様々な
科学研究及ぴ啓蒙活動の推進のために 1
g g 0年に設立された。 GEFの会長として

日本学術会議会長である近藤次郎氏が就
任している。

日本事務所の所長には、 環境庁地球環

境 部の前部長である加藤三郎氏が就任す
る 。事務局長には GEFの専務理事であ る平

野喬氏が就任し、 また、 以前から地域交
流 センターで ICLEIの日本連絡係であった
クリス・セモン セン氏が、 事務局次長を
務め ることになっ て い る 。 日本の加盟自
治体からも、何人かのスタッフが派遣さ
れることを期待している C

ー

，
 
，
 

3 ~ 9 5年期 ICLE I理事

天野建氏
山梨県知事（日本）

ママデュ・ディウップ氏
ダカール市市長（セネガル）

デーヴェ・ダウリング氏

デンバー市議会会長（アメリカ）
ヤコップ・エング氏

ノルウェー自治体協会理事
アイダン・エリンさん

アンカラ市市長環境顧問
フェルナンド・ガルザ氏

メキシコ市公害防止局長
ピーター・ヘラー氏

フライブルグ市環境市長（ドイツ）
堀悌二氏

北九州国際技術協力協会理事
ジョーン・キングさん

トロント都会議員（カナダ）
ジャドウィッグ・コペックさん

グ ダ ニ ス ク 市 環 境 局 長 （ ポ ー ラン
アブドゥルカジル・コシャク氏

イ ス ラ ム 首 都 都 市 機 構 事 務 局 長
（ジェッダ、サウジアラビア）

アルリンド・フィリッピ氏

サンパウロ市環境管理政策
コーディネーター（ブラジル）

ナンシー・スキナーさん

バークレ一環境委員会（アメリカ）
ルイス・ビラフエルテ氏

カマリナススール州前知事
（フィリピン）

マーガレット・ジワさん
カンパラ市議会議員（ウガンダ）

他にも日本の加盟自治体の協力が期待
されているが、例えば、 神奈川県が、新

しい「湘南国際村」にオフィススペース
の提供を検討している。 現在、 日本 事務
所は、 アジア 地域全体を対象とするプ ロ
ジェクトや日 本の自治体に対する特定の
事 業も盛り込んだ 1 9 9 4年の事業計画
を検討している。

詳しくは、 〒 106東京都港区麻布台 1-9-

7飯 倉ビル 3F、 Tel: 03-5561-9735、 Fax:0

3-5561-9737、 ICLEI日本事務所まで連絡
して下さい。

（トルコ）

（メキシコ）

（日本）

卜 口 ン ト市で初総会 ド）

黄大洲 (Huang, Ta-Chou) 氏

台北市長（台湾）
ペッカ・ヤルカネン氏

フィンランド自治体協会部長
マイケル・ンドゥピワ氏

ブラワヨ市市長（ジンバブエ）
ヌレッチン・ソーゼン氏

イスタンブール市長（トルコ）
コスチス・トレガス氏

パブリク・テクノロジ一社長

ハイメ・バレンスエラ氏
IULA南米地域事務局プロジェクト
ディレクター（キト、エクアドル ）

1 9 9 3年 6月 1 2 日から 1 3 日にか
け、初の ICLEIの会員総会 (Council) が、

カナダのトロン ト 市 及 び ト ロ ン ト 大都市
圏自治体（メトロポリタン）の共催によ
り、 同市で開かれた。 I CLE Iの加盟自治体

をはじめとして世界各地からの代表が出
席した。 (I CLE Iの Councilは、正会員の

代表 によ って 構成するもので、 ICLEIの憲
章 修正権及び理事選挙権を持つ最高議決
機関である）。

総会では、 9 4 ~ 9 6年 次 戦 略 プラン

の 承 認 を は じ めとして、 新しい国際環境
自治体コンサル テ ィ ン グ 事 業 や 「 ワーク
ネ ット」というコンピューター通信によ
る研 究会の在り方について検討し、 また、
ICLEIの国際顧問会や会員参加による「戦

略プラニング部会」の設立を決定した。

(I ULA任命理事）

1991~93年期の ICLEI会長のサー

・ジョン・チャットフィールド氏が、 総
会座長として、新しいアジア太平洋事務
局・日本事務所の開設や、 9 3 ~ 9 5年
理事選挙結果な どを報告した。

ICLEIの理事会は、 2 1名によって構成
されているが、 1 5名が、 正会員の自治
体の投票によって選ばれ、残りの 6名が、
世界の 6地域の代表として、 創設 組織で
ある IUL A ( 国際地方自治体連合）から の
任 命理事会員となる。 1 9 9 3年 5月に

（米国）
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フ フ ィ ブル グ環境市長が

ICLEI会長に

を行っている。相変わらず多いのが東京
都、 横浜市、 大阪市、 クリーンジャパン
センターなど日本の行政関係を始め、 JC
（青年会議所）や業界関係者による調査

団。
そして多くのグループが来年のプログ

ラ ム に も 参 加 し た い と 希 望 し て いる。
（フライブルグ市環境政策セミナーや市

内視察のアレンジについては、 ICLEIのア
ジア太平洋事務局・日本事務所、 または I
TCまで寵接連絡して下さい。）

トロント総会では、 ICLEI初代会長 であ
ったチャットフィールド氏が会長の最後
の仕事として、新会長ピーター・ヘ ラー
氏を紹介した。ヘラー氏は、 フライブル
グ市（ドイツ）の環境市長 (Environ-
mental Mayor) である。新会長の任期は、

1 9 9 5年総会までとなる。 ヨーロッパ自治体職員交換プログラム

1 9 9 3年 3月からスタートしたヨー
ロ ッ パ 自 治 体 職 員 交 換 プ ロ グ ラ ム (Euro-
pean Municipal Officials'Exchange 
Programme) は、 欧州委員会 (EC)からの支

援によって運営され、東ヨーロッパを中
心に地方自治体職員が他の自治体で環境
政策を学び合うというプログラムである。

現在 4 0名 が 参 加 し て い る が 、 他 に も
1 5 0以 上 の 自 治 体 か ら こ の プ ロ グラム
への参加希望が寄せられている。例とし
ては、 ユトレヒト市（オランダ）とブダ

ペスト市（ハンガリー）が職員を交換し
て、 廃棄物の減量や処理プラントの研究
をしている。 ブレッシア市（イタリア）
とゴテボルグ市（スウェーデン）が環境
監査や大気保全について相互研究を行っ
ている。 また、 ライプチヒ市（旧東ドイ
ツ）とシュロップシャー郡（イギリス）
が土地利用管理、 エコロジカルな交通政
策や環境コンサルタント制度などを検討

している。
ITCは、 これらの交換プログラムの総合

コーディネーションを行い、 将来、 自治
体交流がもっと長期的な環境協力 体制に
つながることを期待している。

ヘラー氏は、 1 9 9 0年の ICLEI創設時
から積極的に参加し、 その後、地元フラ
イブルグ市やバーデンヴュルテンブルグ
州への働きかけによリフライブルグ市に I
CLEI欧州事務局 の 開 設 を 実 現 し た 。 1 9 
8 9年には「緑の党」からフライブルグ
市議会に立候補 し当選、 フライブルグ 最
初の「環境市長」として選出された。

環境市長としてヘラー氏のリーダシッ
プの下で様々な先進的環境政策やプログ
ラムが導入され、 フライブルグ市が「エ
コシティー」として世界的に有名な都市
になった。 ヘラー氏は、 ドイツ全国自治
体 連合の熱心なメンバーでもある。 スイ
スのローザンヌ大学経済学部卒業後、 フ
ライブルグ大学で「経済システムと環境
保全の関係」により博士号取得。二 児の
父である。

ヘラー氏は、 「チャットフィールド前
会長の実績をたたえ、 ICLEIの事理会メン
バーのご指導をいただきながら頑張りた
い。 ICLEIの活動には、特に途上国の自治
体が参加できるよ う に 努 め た い 」 と 会長

としての挨拶をした。

国際セミナーや会議の開催

ITCの活動紹介 ITCは、 フ ラ イ ブ ル グ や 外 国 で も様々な
イベントを企画している。 1 9 9 3年の
実績としては、 3 月にアムステルダム市
で「気候変動に関する自治体リーダ ー 欧
、州サミット」を行い好評を博した。

8 月には、 フィンランドで「中小自治

体における環境政策」をテーマに セミナ
ーを開き、 北 欧 の 自 治 体 を 中 心 に先進事
例の紹介や小さい町の環境政策の あり方

などの検討を行った。

1 9 9 4年の計画としては、 2月にイ

タ リ ア の ボ ロ ー ニ ャ 市 と の 共 催 により
「温暖化と自治体対策」を開催し、 3 月

にはフライブルグで「自治体レベルにお
ける環境予算などの環境管理手法 に関す

る国際セミナー」を開催する。
5 月にはデンマークのアールボルグ市

で、 ヨーロッパにおける持続可能な都市
ネットワークの設立を目的とした「第一

フライブルグにある ICLEI国際研修セン
ター (ITC) は、 フライブルグ市政策セミ
ナー、 ヨーロッパ自治体職員交換プ ログ
ラム、 研修セミナー、 国際会議など、 非

常に過密なスケ ジ ュ ー ル を こ な し て 新年

を迎えた。 ここで 19 9 3年の実績報告

も含めて今後の ITCの活動予定を紹介した
vヽ。

フラ イ ブ ル グ 市環境政策セミナー

先進的な環境政策を持つフライブルグ
市には、 世界中から多くの視察調査団体
がやって来る。 ITCの環境セミナー担当 の
ト マス・ドムス デ ィ ー 氏 が 対 応 し 、 フラ
イ ブルグ市の環 境 政 策 の 紹 介 や 市 内視察
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回持続可能な都市会議」の開催が予定さ
れている。 また、 9 月に「気候変動に関
する会議」が、 ICLEIや OECDの共催により

ハイデルベルグ市（ドイツ）で行われる
予定である。

中央・東ヨーロ ッ パ に お け る 先 進 自治体

マニ ュアルの作成

欧州委員会 (EC)を中心に、 ブダペスト

に ある地域環境センター (REC)、欧州 自治
体連合 (CEMR) 、 またヨーロッパ地方自治
体会議 (CLRAE) の支援を受けて、 中央・

東ヨーロッパにお け る 自 治 体 環 境 政策の
状況 及 び 先 進 事例などを調査し、環境改
善計画マニュアルを作成することになっ
ている。

現在、事前調査を行い、 プロジェクト

の方向性やマニュアルのフォーマットに
ついて最終検討をしている。 （詳しくは、
ICLEI欧州事務 局 の プ ロ ジ ェ ク ト デ ィレク

ターのニッキー・ヒュイットまで連絡し

て下さい。 ） 

気候変動都市キャ

の発展

ンペーン

ICLEIの イ ニシアチブで、世界の自治体
が 「気候変動に関する都市対策＝ Cities
for Climate Protection」という国際キ

ャンペーンに取り組み始めている。
これは、 1 9 9 0年～ 1 9 9 3年の問

に ICLEIが実施した「都市 C O 2削減プロ

ジェクト」 （米国 EPAか ら の バ ッ ク アップ

や世界中から 15の大都市の参加を得て、
都市環境における二酸化炭素の排出削減

を図る自治体政策を検討する国際共同研

究会）を発展させた第二段階のプロジェ
クトとして行うもので、 1 9 9 3年 1月
にニューヨークの国連本部で開催した
「気 候 変 動 に 関する自治体リーダーサミ

ット」で公表して発足した。

ニューヨーク会議では、 自治体におけ

る温暖化ガス排出量の削減を呼びかける
「気候変動に関する自治体リーダー宣言」

を策定したが、新しいキャンペーンでは、
1 9 9 5年ま でに具体的削減対策と取リ

組む 世 界 の 1 0 0 自治体の署名を求めて

いる。 1 9 9 5年 と 期 限 を 切 っ た の は、
その 年に気候変動枠組み条約 (Framework
Convention on Climate Change) の理事

会 (COP)の総会が開かれるからである。

アメリカ、 カナダ、 ドイツなどの各国

の環境省庁がキャンペーンヘの資金的援

助を決めた。 また、 アメリカのジャーマ
ンマーシャルフ ァ ン ド か ら も 支 援 を 受 け、
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ヨーロッパ地域のキャンペーンがスター
トし、 1 9 9 3年 3月に「気候変動に関
する自治体リーダー欧州サミット」をア
ムステルダム市で開催した。

両会議は、 UNEP (国連環境計画）の共
催で行われた。 この 2つの会議を通じて、

6 0の自治体首長が宣言に署名、 また、
「グリーンビル」、 「グリーンフリーツ」、

「エネルギーパートナー」の 3 つの新し

い共同プロジェクトの発足を公表した。
将来、 アジア地域でもサミットを開催す
ることを検討している。

世界の自治体が宜言署名を

自治体が、 このキャンペーンに参加す
るためには、 まず「気候変動の自治 体 リ

ーダー宣言」に署名しなければならない

が、 これは簡単なことではない。

な ぜ な ら 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を削減す
るローカルアクションプランをつくるこ
とをはじめとして、次の項目の受け入れ
を求められるからだ。

・エネルギー消費及ぴ排出の現状分析や

将来の消費削減プランの設定。

•国際条約や国家のガス削減目標に合わ
せた自治体削減目標の設定。
・排出削減技術や手法の分析評価の作成。

・目標を達成するための自治体政策メニ

ユーの設定。

北米地域で最初に署名した自治体は、
カナダのエドモントン市だが、 市長 の ジ
ャン・ライナー氏が、 「我々は宣言に署

名をしたが、 これから早速排出削減目標

を決め、 それをを達成するための具体策

に取り組んでいくつもりだ」とニューヨ
ーク会議で発表した。

ヨーロッバキャンペーン発足

9 3年 3月のアムステルダム会議では、
気候変動都市対策のヨーロッパキャンペ
ーンが発足した。 ICLEI欧州事務局が主催
し、 UNEP、欧州委員会 (EC)、 欧州 自 治

体連合 (CEMR)が共催した他に、 24の国レ

ベルの自治体協会が協力し、 ヨーロッパ

を中心に 8 3の大都市の代表が参加した。
同会議では、 1 8 0人 の 参 加 者が「気

候変動に関する自治体宣言」を採択し、
また、 アムステルダム、 アンカラ、 ブレ

シア、 ボローニャ、 エジンバラ、 コペン

ハーゲン、 ハノーバー、 ヘルシンキ、 レ
スター、 ザールブリュッケン、 シャイダ

ム、 ベネチアなどが、 「展示会」という

形でそれぞれの都市気候変動対策の紹介

も行い、 非常にユニークなイベントであ
った。

今後、 ア メ リ カ の ジ ャ ー マ ン マーシャ

ルファンドからの支援を受けて欧州事務
局がキャンペーン担当者を屈うことにし、

ョーロッパキャンペーンをさらに盛り上
げていくことになろう。



グ リ ーン ビル ・グリーンフリーツの

新 ブロジェクトがスタート

グリーンビル

気候変動条約づく りにも働きかけ

1 9 9 3年 8月、 ICLEIスタッフの気候
変動専門家であるフィル・ジェッサップ

氏が、 国 連 の ジ ュ ネ ー ブ 事 務 局 で気候変
動枠組み条約の INC （国際交渉委員会）の
第 8回会議に出席した。

1 0 0以上の国の政府、 国連関係者、

または環境団体の代表も出席した。 同会
議では、 世界の都市や自治体、 特に途上

国の都市にとって重要なことが議論され
た。

具体的には、 「共同実施＝ Joint Im-
plementation」という仕組みが検討され

ている。国、 または民間企業にも「 C応排

出権」の売買を許可することにより、温
室効果ガス削減のための資金源が境 界 を
越えて最も経済的、効果的に使える地域
に流れ込むことをねらっている。

ジェサップ氏は、 「この C伽削減基金は、
途上国の自治体に対して、 C応排出の削減

を目的とする地域の省エネルギー事業や

植林プログラムの新たな資金源になる可
能性が高い」と話している。

ICLEIは、 1 9 9 3年前半から、 カナダ
の オ ン タ リ オ やアメリカの五大湖 (Great

Lakes) 沿岸の自治体の協力を得て、

「グリーンビル」という自治体共同 研究

プ ロジェクトを 発 足 さ せ 、 自治体所有の

建 築物における省エネルギー対策を検討
し始めた。

具体的には、 公共施設における省エネ

ルギーを進め るための資金メカニズムの
あり方について 検討する。 プロジェクト
の第一段階の成果は「省エネでお金儲け！

自治体の資金的取り組みハンドブック」
という出版物にまとめられ、 同年 9 月に
発行された。

プロジェクト経費としては、 アメリカ

の ジョイスフ ァウンデーションやオンタ

リオ州環境局からの支援を受けてい る。
1 9 9 4年の プロジェクトでは、 グリー

ンビルの各参加 自 治 体 が 自 分 の 地域の
「省エネ戦略プラン」を策定し、公共施

設の環境改善計画を導入すると期待され
ている。

グリーンフリーツ

また、 国の温室効果ガス排出分析手法
や条約の理事会 (COP) に対する条約の進

行状況報告のあり方などについても議論
された。 これらの手法は、 IPCC (気候変

動に関する政府問パネル）や OECD （経済

協力開発機構）が中心になって作 成 さ れ
る。

そこで、 ICLEIは、世界の自治体 が地域

レ ベル で気 候変 動と 取り 組み 始めるにつ
れ、 自治体レベルで使う手法と国 際スタ

ンダードを総合するのが大切で、 国 際 哀
渉の中でもっと自治体の役割やあ り方 i-
ついて議論する必要があると考えて いる。

I CLE Iは、 気候変動枠組み条約に おける
手法づくりプロセスにもっと積極的に参

加するための資金獲得を行っているが、
今後も、 INCで自治体の代表としての発言
を続けてゆく。 また、各国代表団の中に

自治体の関係者が参加するよう、 世界の

自治体に呼びかけている。

都市 CO叶削減プロジェクトの研究成果
の一つは、 北米都市においては、 交通関

係の排出量が全体の CO2排出量の 50 % 
以上を占めていることがわかったことで
ある。そこで、 ICLEIは、 グリーンフリー

ツ（環境に配慮した公共自動車・交通シ

ス テム）という国際共同研究プロジェ ク
トをスタートさせた。

1 2の参加自治体の協力を得て、 自治

体 総合エネルギ ー 管 理 計 画 の あ り 方の検
討及び交通システムのエネルギー消費の

2 0 %削減を目的としている。 このプロ
ジェクトの発想は、 都市 CO2削減プロジ

ェクトに参加したアメリカのデンバー市
の提案だった。

1 9 9 3年 に「公共交通燃料効率条例」

を策定したところだが、 「この条例は、 I 
CLEIとの協力に よ っ て で き た 『 デ ンバー

市 CO2削 減 計画』の導入の第一歩として

考えている」とデ ー ヴ ・ ダ オ リ ン グ市議

会議長は述べている。

グリーンフリ ー ツ の 第 一 段 階 の プロジ

ェクト経費とし て、米国 EPA （環境保護庁）

の気候変動局からバックアップを受けた。

第 一段階の検討項目として、 参加自治体

の 交通エネルギーのデータ分析、 モデリ

ングシステム、 政策などのあり方が取り

上げ ら れ て い るが、 長期的には、 もっ と

幅広く自治体政 策 の 評 価 及 び 交 通 エネル

ギーと土地利用管理の関係についても研
究する予定。

国際ネッ トワークの広がり

アフリカ地域での活動開始

ICLEIは、 途上国の自治体参加を 重視し

た 9 3 ~ 9 5年の戦略プランに基づき、

ヘラー会長やンドゥビワ副会長と協力し

て、 アフリカ地域における情報や 人的サ

ポートに積極的に取り組み始めた。 1 9 
9 3年 7 月には、 欧小1'［事務局、 IULAアフ

リカ地域事務局長であるチャールズ・
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バルト海エコシティーネットワーク

「ICLEIバ ル ト 海 エ コ シ テ ィ ー プロジェ
クト」という新しいプロジェクト案を、
デンマーク、 フィンランド、 スウェ ー デ
ン、 ノルウェーなど北欧諸国の環境省庁
に提出した。 このプロジェクトは、 バル
ト海への汚染物質の排出削減を目的とし、
バルト海沿岸の大都市の共同行動を促進
・サポートするプロジェクトとな る。 地
域の自治体の共同研究会や ICLE IのLEICOM
Hコンピューターデータベースを使いなが
ら、 バルト海の汚染の原因及び対策を検
討する予定。

カチザ氏、 ロ ンドンにある地方自治 体 国
際ビューローの国際協力担当である バー
ノン・スミス氏が、 アフリカ地域に おけ
るICLEIの 2年間の事業計画を作成した上、
アフリカ地域アドバイザーコミティーを
設け、 アフリカにおける活動の在り方に
ついて検討した。

そこで、 同年 9月に欧州委員会 (EC)が、
アフリカヘ派 遣するサポートスタッフー
名の 人 件 費 負 担を決めた。 このスタッフ
は、 ア フ リ カのハラレ市にある IULAアフ
リカ事務局で勤務し、 IULAの現地スタッ
フと緊密に協 力しながらアフリカにおけ
る ICLEI活動を担当することとなる。

メ ンバー レポー 卜

ルイスヴィル
（アメリカ）

、そ

ンエ フ ア ソン郡

地域の企業や 自治体が協力して、 有害
廃 棄物の適切 な処理を目指すプログラム
を発足させ、有害物質の排出源の調 査・
対応•最終処理などの効率化を図ること
にした。 コンタクト： Gordon R. Garner, 
Executive Director, Louisville & Jefferson County, 
Metropolitan Sewer District, Louisville, Kentucky, USA. 
tel: 1-502-540-6346, fax: 1-502-540-6106. 

クルノフ市（チェ コ共和国）

レジーナ市（カナダ）

自治体施設からの CO2の排出量を 1 9 9 
8年までに (1 9 8 8年の排出量をベー
スとして） 2 0 %削減し、市全体 におけ
る排出は 2 0 0 5年までに 2 0 %削減す
る目標を設定した。市内における排出源
の調査を行い、排出削減の具体策を策定
した。 コンタクト： Bland Brown, Senior 
Director, Environment and Infrastructure, City of Regina, 
P.O. Box 1790, Regina, Saskatchewan S4P 3C8 Canada. 
tel: 1-306-777-7318, fax: 1-306-777-6810. 

省エネ、 リサイクル、地下水の保全な
どに関する具体的なプロジェクトを盛り
込 んだ 「 ロ ーカルアクションプラン」を
策定し、 地域住民から環境問題につ いて
の問い合わせに対応する「グリーンフォ
ーン」を作った 。 コンタクト： Milos
Vyleta.l, Head of the Dept. of Environment and Building, 
Town Hall, City of Krnov, Hlaven nmest 1, 794 01 Krnov, 
Czech Republic. 
Tel: 42-652-2801. 

ヘル シ ン キ （フィ ンランド）

持続可能な 開発を目指す全国キャンペ
ーンに参加しているヘルシンキ市は、 市
役所内の各部局で会議を行い、 市の職員
が省エネ、 ゴミ減量、環境に優しい製品
などに関して 3,000のアイデアを取り ま と
め、 300以上の提案が速やかに導入された。
コンタクト： Camillavon Bonsdorff, 
Environmental Department, The Helsinki Environment 
Centre, Helsinginkatu 24, 00530 SF-Helsinki, Finland. 
tel: 358-0/7099-2660. 

ハイデルベルグ市（ドイツ）

騒音対策として地域の中小企業を対象
に騒音の少ない機械や自動車を購 入する
ための補助金を提供し、 また、 町の中心
街に騒音規則の厳しい地区を設定 するこ
とにしている。 コンタクト： Eckart
Wuerzner, Head of Technical Dept, Office of 
Environmental Protection, City of Heidelberg, Kornmarkt 
1, D-69117 Heidelberg, Germany. tel: 
49-6221/58-1816, fa.x:49-6221/58-1829. 

シ ドニー市（オース トラ リア）

毎年「環境週間」という大きなイベン
トを開催しているが、 1 9 9 3年には、
「グリーンツーリズム」をテーマとし、

市民一人一人の旅行が環境へどの ような
影響を及ぼしているかについての啓蒙活
動を行った。 コンタクト： Adrienne Keane, 
Environmental Management Officer, Syndney City 
Council, GPO Box 1591, Sydney NSW 2001 Australia. 
tel: 61-2--'-265-9333, fax: 61-2-265-9780. 
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2月 「G 4」四大国際自治体連合会議（東京）
国連持続開発委員会 (CSD)に提出するレポートまとめ会議として

「温暖化と自治体政策」 （イタリア、
ICLEI・ボロニア市共催

ボロニア市）

3月 「自治体におけるエネルギーマネジメントや温暖化対策」
ICLEI・ライプチ 1::'..市共催

会議

「自治体における環境予算に関する国際セミナー」
欧州事務局フライブ ル グ ITC主催

5月 「持続的都市ヨーロッパ会議」 （デンマーク、
ICLEI欧州事務局・アールボルグ市共催

アールボルグ市）

国連持続開発委貝会 (CSD)会議（国連本部、
国連主催

ニューヨーク）

6月 グローバルフォーラム 94 「都市と持続可能な開発会議」 ． 
（マンチェスター市、イギリス）

「環境研修セミナー」

欧州事務局フライブ ル グ ITC主催

9月 「気候変動に関する会議」 ICLEI/OECD共催
ICLEI・ハイデルベルグ市共催

「イニシアテイプズ」は、

国際環境自治体協議会 (ICLEI) の機関誌です。

日本語版は、 ICLEI本部（トロント）が編集する
英文の Initiatives No. 5 (1993年 10月発行）の要旨

を和訳したものです。

一年に 4回発行され、 ICLEI会員に無料配布されます。

会 員 以 外 で も 興 味 の ある方は、 ICLEI日本事務所まで

連絡して下さい。
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